
2050ゼロカーボン実現に向けた
⻑野県の取組

［ ⻑野県は「SDGs未来都市」です ］

⻑野県環境部環境政策課
ゼロカーボン推進室

資料 2-1

Google Earth

「⻑野県ゼロカーボン戦略」
（計画期間2021〜2030年度）
【2021年6月策定・2022年5月改定】
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ゼロ６割減

社会変革、経済発展とともに
実現する持続可能な脱炭素社会づくり

 再⽣可能エネルギー⽣産量
2030年度までに２倍増、2050年度までに３倍増

 最終エネルギー消費量
2030年度までに４割減、2050年度までに７割減

基
本
目
標

数
値
目
標

二酸化炭素を含む温室効果ガス正味排出量を

2030年度 2050年度 を目指す

※ いずれも2010年度⽐

⻑野県ゼロカーボン戦略のポイント

⽕⼒以外で創エネ

化⽯燃料から転換

エネルギー消費を減らす

「吸収」する
（それでも出るＣＯ２は）

気候変動に「適応」する

例︓ガソリン⾞ ⇒ ＥＶ，ＦＣＶ

例︓太陽光，⼩⽔⼒，バイオマス…

同時に

例︓防災・減災，暑熱対策

例︓森林整備

「2050ゼロカーボン」を実現するには

例︓建物（住宅・ビル）の断熱化
家電・⾞・産業設備の効率化
可能な限り⾞を使わない移動

「緩和」

- 2 -



再エネ転換が難しい産業用高温炉などのCO2や、CO2以外の温室効果ガス
（171万t-CO2）が残るが、森林吸収量（200万t-CO2）がこれを上回る

2050年にはCO２排出量を実質ゼロに
「2050ゼロカーボン」へのシナリオ

最終エネルギー消費量を７割削減

・業務用建物をZEB化
高効率照明・空調
BEMS、断熱改修

産業部門
4.4万TJ

業務部門
4.0万TJ

家庭部門
4.2万TJ

運輸部門
6.9万TJ

2050年度

・歩いて楽しめるまち
・⾃動⾞は全てEV・FCV

・新築は高断熱・高気密化
・既存住宅も全て省エネ改修住宅の92％は断熱不⾜

排出削減が進んでいない
設備を含めた建物全体の
排出削減が必要

マイカーに依存
ガソリン・ディーゼル⾞
が9割以上

排出削減が進む一方、
ESG投資の高まりで
更なる削減が必要

2010年度

・設備更新等で２％削減/年
・ボイラをヒートポンプへ代替
・再エネ電気100%を達成1.9万TJ

0.7万TJ

1.1万TJ

1.0万TJ

19.5万TJ 4.7万TJ
７割減 取組(例)

２０１０
（基準年度）

2017年度

3.7万TJ

2.9万TJ

4.0万TJ

6.5万TJ

２０５０
（⻑期目標）

4.5万TJ

2.9万TJ

2.1万TJ

2.8万TJ

12.3万TJ
４割減

２０３０
（短期目標）

2030年度

「2050ゼロカーボン」へのシナリオ
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2010年度 2050年度2030年度

電気
2.1万TJ

電気
5.1万TJ

熱利用
1.3万TJ

熱利用
0.1万TJ

太陽熱

バイオマス

地中熱等

0.2万 TJ

0.8万 TJ

0.3万 TJ

※ポテンシャル
9.6万TJ

※ポテンシャル
２.5万TJ

灯油ストーブから薪・
ペレットストーブへ転換等
想定件数 14万件

全ての建物に屋根ソーラー
想定件数 11万件

公共施設をはじめ一般住宅
にも普及
想定件数 1万施設

2.2万TJ

6.4万TJ ３倍増

【太陽光発電】
ポテンシャルは高い
住宅屋根の90％が未活用

【⼩⽔⼒発電・地熱発電】
⼩⽔⼒発電のポテンシャルが高い
事業化には、地域合意、資⾦調達、
技術⼒や経験が必要

【バイオマス発電】
バイオマス燃料供給体制の構築が必要
きのこ廃培地等新たな燃料にも活用の可能性

【太陽熱・バイオマス熱】
メリットに関する社会的
認知度が低い

【地中熱・温泉熱】
技術開発によるコスト
低減が必要

バイオマス
発電

全ての建物に屋根ソーラー
屋根太陽光等 78万件

地熱
発電等

576万 ｋW
2.2万 TJ

186万 ｋW
2.5万 TJ

4.3万 ｋW
0.1万 TJ

13.3万 ｋW
0.3万 TJ

導入可能地すべてで実施
⼩⽔⼒発電所 110カ所

県下全域でバイオマス利用
想定件数 27件

地熱ポテンシャル最大限
活用
想定件数232件

⽔⼒
発電

太陽光
発電

取組(例)

２０１０
（基準年度）

２０５０
（⻑期目標）

２０３０
（短期目標）

電気
3.5万TJ

熱利用
0.5万TJ

4.1万TJ ２倍増

2017年度

2.6万TJ

0.1万TJ

再⽣可能エネルギーを３倍以上に拡大
「2050ゼロカーボン」へのシナリオ

既存技術で実現可能なゼロカーボンを徹底普及

 持続可能な脱炭素型ライフスタイルに着実に転換

産業界のゼロカーボン社会への挑戦を徹底支援

エネルギー⾃⽴地域づくりで地域内経済循環

2030年までが
「人類の未来を決定づける10年」と言われています。

2030年までの重点⽅針
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 EV・FCVで安心・快適に走れる充電インフラを充実
 多様な移動手段の確保

（公共交通への積極的支援、MaaS、グリーンスローモビリティ、⾃転⾞ 等）

１ 交 通

２ 建 物

３ 産 業
 ESG投資を呼び込む事業活動のゼロカーボン化を支援
 ゼロカーボン基⾦でグリーン分野への挑戦を後押し

 全ての新築建築物のZEH・ZEB化を実現
 信州健康ゼロエネ住宅普及、温暖化対策条例の改正

（建築物環境エネルギー検討制度の届出規模引下げ、
⾃然エネルギー設備の設置義務化検討）

分野別の施策 ①

 地域事業者と連携し住宅太陽光と⼩⽔⼒発電を徹底普及
 エネルギー⾃⽴地域づくりを強⼒に推進

４ 再⽣可能エネルギー

５ 吸収・適応

６ 学び・⾏動

 森林CO2吸収量を増加、まちなかグリーンインフラを拡大
 信州気候変動適応センターを中心に適応策を実⾏

 信州環境カレッジを核に多様なカリキュラムを展開
 サステナブルNAGANO共創プラットフォーム（仮称）を始動

➫１０カ所以上

分野別の施策 ②
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2050の姿

新築住宅は⾼断熱・⾼気密化（パッシブハウス相当）
既存住宅は省エネ基準を上回る性能へリフォーム
業務用建物はZEB化

(2019)住宅の9割が断熱不⾜ ⇒(2030)全ての新築建築物のZEH・ZEB化
⇒(2050)建物全体でゼロカーボン達成

シナリオ

全ての新築建築物のZEH・ZEB化を実現
〔新築住宅 年約1.2万⼾、新築ビル等 年約1千棟〕

主要な施策
信州健康ゼロエネ住宅
温暖化対策条例の改正
（建築物環境エネルギー検討制度の届出規模引下げ、再エネ設備設置の設置義務化検討）

県⺠の
皆様へ

ゼロカーボンに向けた⾏動
☞ 住宅新築時はZEHを選択（建築費+400〜500万円、光熱費▲30万円/年、17年で回収）

→ ヒートショックやアレルギー性鼻炎などのリスクが軽減、健康寿命も延伸
☞ ビル新築時はZEBを選択（建築費1.1〜1.2倍、50%以上の省エネで光熱費削減）

→ 職場の快適性、災害・停電時の事業継続性、企業価値の向上

2030目標

分野別の2030の目標 〜建物〜

2050の姿
再エネ⽣産量を３倍以上に拡⼤、エネルギー⾃⽴地域を確⽴

再エネ⽣産量(2010)2.2万TJ ⇒ (2030)4.1万TJ ⇒ (2050)6.4万TJ

シナリオ

住宅太陽光と⼩⽔⼒発電を徹底普及
エネルギー⾃⽴地域10か所以上

主要な施策
ゼロカーボン基⾦、ポテンシャルマップ、地域事業者との連携拡⼤

県⺠の
皆様へ

ゼロカーボンに向けた⾏動
☞ ソーラーポテンシャルマップを確認、屋根ソーラーが当たり前の⻑野県に︕

〔「最適」は10年程度、「適」は11〜15年程度で投資回収が可能〕
☞ 地域の事業者がゼロカーボンの先導役となり、再生可能エネルギー事業を支える︕

住宅太陽光︓（2019）8.2万件 ⇒ （2030）22万件（2.7倍）
⼩⽔⼒発電︓（2019）96.4万kW ⇒ （2030）103.2万kW2030目標

分野別の2030の目標 〜再エネ〜
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≪いずれかを
チョイス≫

パターン１≫ 太陽光のみ
パターン２≫ 太陽光＋蓄電池
パターン３≫ 蓄電池のみ

・県と協定を結んだ事業者が実施
・オンラインを中心とした簡易手続
・県下２ブロック（東北信・中南

信）で、参加者を募集
（施工業者もそれぞれ選定）

既存住宅エネルギー⾃⽴化補助⾦

顔の⾒える、⾝近な店舗の中から
多様なメーカー・製品を選択

グループパワーチョイス
（共同購入）

単一製品ながら、スケール
メリットを活かした価格で導入

認定事業者と契約し、 既存住宅に設置
太陽光＋蓄電池《20万円》
蓄電池のみ 《15万円》

2030年度６割減へ加速 太陽光設備等の設置を応援

【県⺠向け補助】

~ エネルギーの⾃⽴、卒FITへの対応、レジリエンスの強化 ~

信州の屋根ソーラー事業者認定制度
太陽光普及と経済循環のカップリング

【ゼロカーボンの先導役】 実績確かな、顔の⾒える地元事業者に
何でも相談

認定事業者 １９０を超える事業者を公表（随時 募集・公表）

認定事業者に普及宣伝費を助成 《最大20万円》

信州の屋根ソーラー普及事業

（R4年３月末時点）
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住宅分野のゼロカーボン達成に向けたロードマップ（〜2030）

新
築
住
宅
に
お
け
る
ゼ
ロ
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
達
成

2030 20502021(R3) 2022(R4)

条例等
による
誘導

普及啓発 等

温暖化対策条例改正

適合義務基準強化
ZEH基準（創エネ設備除く）

住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
平
均
で
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
化
達
成

指針策定
信州健康エコ住宅助成⾦

周知 省エネ計画概要書報告・公表制度による選択誘導及び進捗把握

助成⾦
による
誘導

「指針」策定後の施策展開

環境配慮型住宅助成⾦（新築）

環境配慮型住宅助成⾦（リフォーム）

2025(R7)

信州健康ゼロエネ住宅助成⾦
による誘導
【要件（新築）】
ZEH基準（創エネ設備を除く）

○第１段階(2022年→2026年)
・ ゼロカーボン戦略で掲げる新築住宅の『ZEH』100％の目標達成に向けた段階的な誘導
・ 2025年に創エネ設備を除くZEH化率の割合を概ね８割、その後条例によりZEH基準の適合義務化を目指す

要件強化
【要件】
『ZEH』※以上

国の動向
2025年
省エネ基準
適合義務化

※『ZEH』︓省エネルギー性能の向上等により使⽤するエネルギーを減らし、太陽光発電設備等によりエネルギーを創り、エネルギー収⽀を正味ゼロにする住宅

前倒し

ZEH ︓上記のほか、省エネルギー性能の向上等により使⽤するエネルギーを⼀定量減らした住宅（Nearly ZEH、ZEH Oriented 等がある）

技術革新等外的要因 太陽光発電設備等に関する技術革新

県⺠の機運醸成
工務店の技術力向上

団体、業界、市町村等の垣根を超えた普及啓発

【条例改正の概要(建物分野)】
○省エネ計画概要書報告・公表制度の創設
○建築主のゼロエネ化に向けた検討結果の届出義務
の拡大（2,000㎡以上→300㎡以上）

2027

○第２段階(2027年〜)
・ 助成対象を『ZEH』とし、

2030年新築住宅の
『ZEH』100％を目指す

指針の見直し

遅くも2030年
適合義務基準の強化
ZEH基準（創エネ設備除く）

協議会設⽴
（2022.5）

協定締結
（2022.3）
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